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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ファモキサドン 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成22年11月10日付け厚生労働省発食安1110第7号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項及び第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 ファモキサドンの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.006 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年4月1日府食第246号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年3月18日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等 ○（インポートトレランス） 

 c.農作物以外への残留基準設定 ○（魚介類基準値設定） 

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 フルキサピロキサド 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成24年8月21日付け厚生労働省発食安0821第3号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 フルキサピロキサドの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.021 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年4月1日府食第247号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成25年11月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年1月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に審議 

平成26年3月24日～4月25日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年7月31日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（インポートトレランス） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 オキシン銅 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成24年8月21日付け厚生労働省発食安0821第5号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号及び第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 オキシン銅の一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.01 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年4月22日府食第322号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  



 2 - 4 

 

 
 

【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 F      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 フルメツラム 

評価品目の分類 農薬 

用  途 除草剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成19年6月5日付け厚生労働省発食安第0605011号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 フルメツラムの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を1 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年4月22日府食第323号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年9月30日現在、残留基準設定に必要な資料（残留試験データ等）を収集中。資料入手

次第、速やかに薬事・食品衛生審議会にて残留基準設定に係る審議を行う予定 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

残留基準設定に必要な資料を収集中であるが、関係機関からのデータ入手に時間を要してい

るため。 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 A      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ペンチオピラド（第３版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年1月30日付け厚生労働省発食安0130第5号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 ペンチオピラドの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.081 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年4月22日府食第321号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成25年9月24日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成25年10月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年2月3日～3月10日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年5月13日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等 平成26年8月8日、食品規格に関する告示を公布  

公布日より適用 

（施策の概要） 

食品衛生法第11条に基づき、食品、添加物等の規格基準を改正し、別表のとおり残留基準を

設定 

【リスク評価結果との関係】 

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬･動物用医薬品部会において、「国民栄養調査結果

に基づき試算される、1日当たり摂取する本剤の量(推定１日摂取量(EDI))のADIに対する比

は、以下のとおりである。」（報告書抜粋） 

 

 EDI/ADI（％） 

国民平均 13.1 

幼小児（１～６歳） 20.5 

妊婦 9.0 

高齢者（６５歳以上） 15.3 

とされている。 

施策の実効性確保措置 平成26年8月8日、告示の改正について、都道府県、保健所設置市、特別区等に対して通知し、

周知を要請 

 その他特記事項  
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 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（インポートトレランス） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 A      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ペンフルフェン 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成24年1月19日付け厚生労働省発食安0119第7号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 ペンフルフェンの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.02 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年4月22日府食第324号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成25年7月23日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成25年10月24日～12月2日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会

結果について、消費者庁に協議 

平成25年10月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に審議 

平成26年3月26日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等 平成26年4月24日、食品規格に関する告示を公布  

公布日より適用 

（施策の概要） 

食品衛生法第11条に基づき、食品、添加物等の規格基準を改正し、別表のとおり残留基準を

設定 

【リスク評価結果との関係】 

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬･動物用医薬品部会において、「国民栄養調査結果

に基づき試算される、1日当たり摂取する本剤の量(理論最大1日摂取量(TMDI))のADIに対する

比は、以下のとおりである。」（報告書抜粋） 

 TMDI／ADI（%） 

国民平均 2.8 

幼小児（1～6歳） 4.6 

妊婦 2.5 

高齢者（65 歳以上） 2.7 

とされている。 

施策の実効性確保措置 平成26年4月24日、告示の改正について、都道府県、保健所設置市、特別区等に対して通知し、

周知を要請 

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  
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 b.新規登録、適用拡大等 ○（新規登録） 

 c.農作物以外への残留基準設定 ○（魚介類基準値設定） 

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 F      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 メビンホス 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成22年8月11日付け厚生労働省発食安0811第14号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 メビンホスの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.0008 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年6月3日府食第428号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年9月30日現在、10月開催の薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品

部会において審議予定 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 A      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 コリン（対象外物質） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 植物成長調整剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成22年2月15日付け厚生労働省発食安0215第47号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 人の健康を損なうおそれのないことが明らかであるかどうかの食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 コリンは農薬として通常使用される限りにおいて、食品に残留することにより人の健康を損

なうおそれのないことが明らかであるものであると考えられる。 

（平成25年6月24日府食第500号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成25年9月24日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成25年10月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等 （施策の概要） 

食品規格（残留基準）を設定しない。 

【リスク評価結果との関係】 

食品衛生法第11条第3項の規定により人の健康を損なうおそれのないことが明らかであるも

のとして定める。 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 F      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 アセトクロール  

評価品目の分類 農薬 

用  途 除草剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成19年12月18日付け厚生労働省発食安第1218004号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 アセトクロールの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.011 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年7月29日府食第620号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年9月30日現在、残留基準設定に必要な資料（残留試験データ等）を収集中。資料入手

次第、速やかに薬事・食品衛生審議会にて残留基準設定に係る審議を行う予定 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  



 2 - 13 

 

【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 アゾキシストロビン（第５版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年6月11日付け厚生労働省発食安0611第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 アゾキシストロビンの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.18 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年7月29日府食第614号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 クロルフェナピル（第４版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤（殺ダニ剤） 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年6月11日付け厚生労働省発食安0611第4号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 クロルフェナピルの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.026 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年7月29日府食第616号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年1月17日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年3月24日～4月25日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年7月31日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 グルホシネート（第３版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 除草剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年6月11日付け厚生労働省発食安0611第3号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 グルホシネートの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.0091 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年7月29日府食第615号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成25年11月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年1月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年3月24日～4月25日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年7月31日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 A      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 シアゾファミド（第８版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年6月11日付け厚生労働省発食安0611第5号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 シアゾファミドの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.17 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年7月29日府食第617号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成25年10月21日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年1月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年2月3日～3月10日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年5月13日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等 平成26年8月8日、食品規格に関する告示を公布  

公布日より適用 

（施策の概要） 

食品衛生法第11条に基づき、食品、添加物等の規格基準を改正し、別表のとおり残留基準を

設定 

【リスク評価結果との関係】 

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬･動物用医薬品部会において、「国民栄養調査結果

に基づき試算される、1日当たり摂取する本剤の量(理論最大1日摂取量(TMDI))のADIに対する

比は、以下のとおりである。」（報告書抜粋） 

 TMDI／ADI（%） 

国民平均 12.9 

幼小児（1～6 歳） 23.4 

妊婦 9.7 

高齢者（65 歳以上） 14.0 

とされている。 

施策の実効性確保措置 平成26年8月8日、告示の改正について、都道府県、保健所設置市、特別区等に対して通知し、

周知を要請 

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  
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 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ビフェントリン（第５版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年6月11日付け厚生労働省発食安0611第6号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 ビフェントリンの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.01 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年7月29日府食第618号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年1月17日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年3月24日～4月25日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年7月31日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  



 2 - 19 

 

【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 F      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 フェンバレレート 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成24年7月18日付け厚生労働省発食安0718第20号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 フェンバレレートの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.017 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年7月29日府食第622号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年9月30日現在、10月開催の薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品

部会において審議予定 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

ARfD設定のために再諮問を検討中。 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 F      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ヘプタクロル 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成22年5月11日付け厚生労働省発食安0511第3号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 ヘプタクロルの耐容一日摂取量（ＴＤＩ）を0.00012 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年7月29日府食第621号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

現在使用実態がない農薬であり、過去の使用に伴う土壌残留が問題になっていることから、

汚染物質としての基準値設定を検討中 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 メトコナゾール（第３版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成21年3月24日付け厚生労働省発食安第0324003号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 メトコナゾールの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.02 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年7月29日府食第619号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年3月18日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大、インポートトレランス） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 Ｅ      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 エトフェンプロックス（第２版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年6月11日付け厚生労働省発食安0611第14号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号及び第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 エトフェンプロックスの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.031 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、暫定基準値の見直しを行う際に確認することとする。 

（平成25年8月5日府食第645号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年1月17日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年3月24日～4月25日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年7月31日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

海外から追加のデータ提出があり、平成26年9月30日現在、10月開催の薬事・食品衛生審議会

食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において再審議予定 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大、インポートトレランス） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 フェンピロキシメート（第２版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤（殺ダニ剤） 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年6月11日付け厚生労働省発食安0611第8号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 フェンピロキシメートの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.0097 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年8月5日府食第639号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年1月17日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年3月24日～4月25日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年7月31日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 プロチオコナゾール（第２版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年6月11日付け厚生労働省発食安0611第9号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 プロチオコナゾールの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.011 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年8月5日府食第641号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成25年11月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年1月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年3月24日～4月25日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年7月31日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（インポートトレランス） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 A      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 マンジプロパミド（第３版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年6月11日付け厚生労働省発食安0611第10号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 マンジプロパミドの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.05 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年8月5日府食第642号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成25年10月21日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年1月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年2月3日～3月10日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年5月13日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等 平成26年8月8日、食品規格に関する告示を公布  

公布日より適用 

（施策の概要） 

食品衛生法第11条に基づき、食品、添加物等の規格基準を改正し、別表のとおり残留基準を

設定 

【リスク評価結果との関係】 

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬･動物用医薬品部会において、「国民栄養調査結果

に基づき試算される、1日当たり摂取する本剤の量(推定1日摂取量(EDI))のADIに対する比は、

以下のとおりである。」（報告書抜粋） 

 EDI／ADI（％） 

国民平均 20.2 

幼小児（1～6歳） 32.4 

妊婦 15.6 

高齢者（65 歳以上） 21.6 

とされている。 

施策の実効性確保措置 平成26年8月8日、告示の改正について、都道府県、保健所設置市、特別区等に対して通知し、

周知を要請 

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  
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 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ミルベメクチン（第３版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年6月11日付け厚生労働省発食安0611第11号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 ミルベメクチンの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.03 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年8月5日府食第643号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成25年11月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年1月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年3月24日～4月25日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年7月31日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 A      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ルフェヌロン（第２版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年6月11日付け厚生労働省発食安0611第13号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 ルフェヌロンの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.014 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年8月5日府食第646号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成25年10月21日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年1月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年2月3日～3月10日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年5月13日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等 平成26年8月8日、食品規格に関する告示を公布  

公布日より適用 

（施策の概要） 

食品衛生法第11条に基づき、食品、添加物等の規格基準を改正し、別表のとおり残留基準を

設定 

【リスク評価結果との関係】 

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬･動物用医薬品部会において、「国民栄養調査結果

に基づき試算される、1日当たり摂取する本剤の量(理論最大1日摂取量(TMDI))のADIに対する

比は、以下のとおりである。」（報告書抜粋） 

 TMDI／ADI(%) 

国民平均 43.0 

幼小児（1～6歳） 77.0 

妊婦 35.3 

高齢者（65 歳以上） 44.0 

とされている。 

施策の実効性確保措置 平成26年8月8日、告示の改正について、都道府県、保健所設置市、特別区等に対して通知し、

周知を要請 

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  
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 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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 2 - 31 

 

【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 F      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 アザジラクチン （対象外物質） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成24年7月18日付け厚生労働省発食安0718第1号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 人の健康を損なうおそれのないことが明らかであるかどうかの食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 アザジラクチンは、食品に残留することにより人の健康を損なうおそれのないことが明らか

であるとは考えられない。 

（平成25年8月26日府食第698号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

平成26年9月30日現在、残留基準設定に必要な資料（残留試験データ等）を収集中。 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 エトキサゾール（第３版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤（殺ダニ剤） 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年1月30日付け厚生労働省発食安0130第12号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 エトキサゾールの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.04 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年8月26日府食第694号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成25年11月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年1月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年3月24日～4月25日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年7月31日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 シアントラニリプロール 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年1月30日付け厚生労働省発食安0130第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 シアントラニリプロールの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.0096 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。

（平成25年8月26日府食第695号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成25年11月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年1月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に審議 

平成26年3月24日～4月25日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年7月31日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（新規登録、インポートトレランス） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ピリミジフェン 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺ダニ剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成22年11月10日付け厚生労働省発食安1110第15号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 ピリミジフェンの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.0015 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年8月26日府食第696号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年3月18日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 F      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 フェノブカルブ 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成22年9月24日付け厚生労働省発食安0924第6号、平成24年5月16日付け厚生労働省発食安

0516第13号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項及び第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 フェノブカルブの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.013㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年9月9日府食第744号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年9月30日現在、10月開催の薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品

部会において審議予定 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

農林水産省における審議会が終了した後、基準値設定を行う予定。 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定 ○（魚介類基準値設定） 

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 F      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 フルバリネート 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成22年12月10日付け厚生労働省発食安1210第9号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項及び第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 フルバリネートの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.005 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年9月30日府食第811号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年9月30日現在、残留基準設定に必要な資料（残留試験データ等）を収集中。資料入手

次第、速やかに薬事・食品衛生審議会にて残留基準設定に係る審議を行う予定 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

残留基準設定に必要な資料を収集中であるが、関係機関からのデータ入手に時間を要してい

るため。 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 D      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 キノクラミン 

評価品目の分類 農薬 

用  途 除草剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成22年9月24日付け厚生労働省発食安0924第1号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項及び第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 キノクラミンの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.0021 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年10月7日府食第831号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年5月23日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年8月25日～、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結果につ

いて、消費者庁に協議中 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定 ○（魚介類基準値設定） 

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 D      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 エトキシスルフロン 

評価品目の分類 農薬 

用  途 除草剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成22年9月24日付け厚生労働省発食安0924第8号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 エトキシスルフロンの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.056 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年10月21日府食第870号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年6月25日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年8月25日～、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結果につ

いて、消費者庁に協議中 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 フェノキサスルホン 

評価品目の分類 農薬 

用  途 除草剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成24年7月18日付け厚生労働省発食安0718第7号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 フェノキサスルホンの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.17 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年10月21日府食第871号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年1月17日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年3月24日～4月25日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に審議 

平成26年7月31日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（新規登録） 

 c.農作物以外への残留基準設定 ○（魚介類基準値設定） 

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 E      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 フルオルイミド 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成24年1月19日付け厚生労働省発食安0119第9号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号及び第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 フルオルイミドの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.092 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年10月21日府食第872号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年9月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 D      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 オキシテトラサイクリン(第２版) 

評価品目の分類 農薬 

用  途 抗菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年8月19日付け厚生労働省発食安0819第23号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 オキシテトラサイクリン、クロルテトラサイクリン及びテトラサイクリンのグループ一日摂

取許容量（ＡＤＩ）を0.03 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（オキシテトラサイクリン、クロルテトラサイクリン及びテトラサイクリンの単独又は和と

して） 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年11月11日府食第917号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年5月23日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年8月25日～、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結果につ

いて、消費者庁に協議中 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 オキソリニック酸（第３版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤（抗菌剤） 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年8月19日付け厚生労働省発食安0819第19号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 オキソリニック酸の一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.021 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年11月11日府食第916号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 D      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ジメトモルフ（第３版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年8月19日付け厚生労働省発食安0819第3号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 ジメトモルフの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.11 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年11月11日府食第912号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年5月23日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年8月25日～、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結果につ

いて、消費者庁に協議中 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大、インポートトレランス） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  



 2 - 44 

 

【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 D      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 スピネトラム（第４版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年8月19日付け厚生労働省発食安0819第4号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 スピネトラムの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.024 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年11月11日府食第913号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年5月23日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年8月25日～、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結果につ

いて、消費者庁に協議中 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 E      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 トリフルミゾール 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成22年9月24日付け厚生労働省発食安0924第4号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項及び第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 トリフルミゾールの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.015 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年11月11日府食第918号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年7月31日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大） 

 c.農作物以外への残留基準設定 ○（魚介類基準値設定） 

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 F      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 フルアジナム 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成18年9月4日付け厚生労働省発食安第0904007号、平成19年2月23日付け厚生労働省発食安

第0223005号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項及び第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 フルアジナムの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.01 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年11月11日府食第919号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年9月30日現在、10月開催の薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品

部会において審議予定 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大、インポートトレランス） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 フルジオキソニル（第３版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年8月19日付け厚生労働省発食安0819第6号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 フルジオキソニルの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.33 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

また、ヒトにおける暴露量及び体内動態も勘案して検討を行った結果、ヒトがフルジオキ

ソニルを継続的に経口摂取することによって耐性菌が選択され、保健衛生上の危害を生じる

おそれはないものと考える。 

（平成25年11月11日府食第911号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年3月18日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大、インポートトレランス） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 フルフェナセット（第２版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 除草剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年8月19日付け厚生労働省発食安0819第7号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 フルフェナセットの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.011 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年11月11日府食第914号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年3月18日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大、インポートトレランス） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 Ａ      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 フロニカミド（第６版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年8月19日付け厚生労働省発食安0819第8号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 フロニカミドの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.073 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年11月11日府食第915号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年6月2日、申請者から基準値設定依頼の取り下げ 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（インポートトレランス） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 A      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 エトキシキン 

評価品目の分類 農薬 

用  途 植物成長調整剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成24年9月5日付け厚生労働省発食安0905第1号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号及び第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 エトキシキンの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.0083 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

＜評価書「食品健康影響評価」抄＞ 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認することと

する。 

（平成25年11月25日府食第951号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成25年11月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成25年12月2日～平成26年1月7日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬

品部会結果について、消費者庁に協議 

平成26年1月29日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年1月8日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等 平成26年1月21日、食品規格に関する告示を公布  

公布日より適用 

（施策の概要） 

食品衛生法第11条に基づき、食品、添加物等の規格基準を改正し、別表のとおり残留基準を

設定 

【リスク評価結果との関係】 

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬･動物用医薬品部会において、「国民栄養調査結果

に基づき試算される、1日当たり摂取する本剤の量(推定1日摂取量(EDI))のADIに対する比は、

以下のとおりである。」（報告書抜粋） 

 EDI／ADI（％） 

国民平均 32.6 

幼小児（1～6 歳） 67.4 

妊婦 27.8 

高齢者（65 歳以上）  32.0 

とされている。 

施策の実効性確保措置 平成26年1月21日、告示の改正について、都道府県、保健所設置市、特別区等に対して通知し、
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周知を要請 

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定 ○（魚介類基準値設定） 

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 F      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ジノテフラン（第５版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年8月19日付け厚生労働省発食安0819第20号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 ジノテフランの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.22 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年12月2日府食第967号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年9月30日現在、残留基準設定に必要な資料を収集中。 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（インポートトレランス） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 メタアルデヒド（第４版） 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成25年6月11日付け厚生労働省発食安0611第12号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第1項第1号 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 メタアルデヒドの一日摂取許容量（ＡＤＩ）を0.022 ㎎/㎏ 体重/日と設定する。 

（平成25年12月2日府食第966号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年3月18日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連  

 b.新規登録、適用拡大等 ○（適用拡大、インポートトレランス） 

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  



 2 - 57 

 

【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 1,1-ジクロロ-2,2-ビス（4-エチルフェニル）エタン 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 アザコナゾール 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 アニラジン 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 アラマイト 

評価品目の分類 農薬 

用  途 ダニ駆除剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  



 2 - 61 

 

【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 クロゾリネート 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 クロルブファム 

評価品目の分類 農薬 

用  途 除草剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  



 2 - 63 

 

【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 クロルベンシド 

評価品目の分類 農薬 

用  途 ダニ駆除剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 クロロクスロン 

評価品目の分類 農薬 

用  途 除草剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ジオキサチオン 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ジノテルブ 

評価品目の分類 農薬 

用  途 除草剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ジフェナミド 

評価品目の分類 農薬 

用  途 除草剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ジメチリモール 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 スルプロホス 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺虫剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ダイアレート 

評価品目の分類 農薬 

用  途 除草剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ナプタラム 

評価品目の分類 農薬 

用  途 除草剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 ニトロタールイソプロピル 

評価品目の分類 農薬 

用  途 殺菌剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  
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【農薬】 

評価結果 

通知時期 
リスク管理措置の実施状況調査実施時点と対応状況（記号については欄外参照） 

平成26年9月末 平成27年9月末 平成28年9月末 平成29年9月末 平成30年9月末 平成31年9月末

平成25年度 B      

A:リスク管理措置を講じたもの A΄: 一部措置済み B：審議会等から答申 C:消費者庁との協議終了 

D:消費者庁と協議中 E:審議会等において審議中 F:審議会等の準備中 G：その他 

 
リスク評価の結果に基づく施策の実施状況調査シート 
評価品目名 バーバン 

評価品目の分類 農薬 

用  途 除草剤 

評価要請機関 厚生労働省 

評価結果通知先 厚生労働省 

評価要請日等 平成26年1月10日付け厚生労働省発食安0110第2号 

評価要請の根拠規定 食品安全基本法第24条第2項 

評 価 目 的 農薬の食品中の残留基準を設定するに当たっての食品健康影響評価 

評価目的の具体的内容 － 

評価結果の概要 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に定める食品中の残留基準を削

除することは、当該品目が国内外において、食用及び飼料の用に供される農作物(以下「農作

物」という。)並びに食用に供される動物及び食用に供される乳、卵等の生産物を生産してい

る動物（以下「対象動物」という。）に使用されていないこと又は当該品目が国内において

農作物及び対象動物の肉、乳その他の食用に供される生産物が輸入されていないことを前提

とした場合、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす

悪影響の内容及び程度が明らかであるときに該当すると認められる。 

（平成26年1月20日府食第63号） 

関係行政機関における施策の実施状況 

施策の検討経過 

 
平成26年2月20日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会において審

議 

平成26年5月8日～6月30日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会結

果について、消費者庁に協議 

平成26年6月4日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会に報告 

平成26年8月11日、薬事･食品衛生審議会食品衛生分科会から答申 

リスク管理措置の実施に

時間を要している理由 

 

施策の概要等  

 

（施策の概要） 

 

 

【リスク評価結果との関係】 

 

 

施策の実効性確保措置  

 その他特記事項  

 a.ポジティブリスト関連 ○（暫定基準あり） 

 b.新規登録、適用拡大等  

 c.農作物以外への残留基準設定  

 d.清涼飲料水関係  




